（様式第１号（第６条関係））

女性リーダーマッチング支援補助金
交付申請書兼実績報告書
令和　　年　　月　　日
長野県知事　様
（申請者）
所在地：
事業者名：
代表者役職・氏名：

長野県女性リーダーマッチング支援補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり補助金の交付申請及び実績報告をします。

記

１　補助対象経費及び交付申請額

[bookmark: _Hlk182821492]　　補助対象経費　　　　金額　　　　　　　　　　円（※１）

　　交付申請額　　　　　金額　　　　　　　　　　円（※２）


２ 申請者の要件等に関する情報
	業種（※３）
	

	常時雇用する労働者数
	　　　　　　　　　　　　　　人

	女性リーダーマッチングベース利用開始時点の女性役員比率
	　　　　　　　　　　　　　　％

	企業ホームページURL
	

	情報公表先URL（※４）
	

	女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画
	届出日　：　　年　月　日
計画期間：　　年　月　日　～　　年　月　日

	担当者連絡先
	部署・氏名：
TEL：　
E-mail：


※１：４（１）及び（２）に記載した「支払金額」の合算額としてください。
※２：補助対象経費の２分の１の額（上限50万円、千円未満切り捨て）としてください。
※３：業種は、総務省統計局の日本標準産業分類における主たる事業の産業分類（大分類）を記載してください。
※４：女性役員比率等を開示している「女性の活躍推進企業データベース」等のURLを記載してください（要開示事項は、交付要綱第３条第１項第６号参照）。

３　新たに登用した女性役員等の概要
	氏名（フリガナ）
	

	生年月日・年齢（申請日時点）
	年　　月　　日　（満　　　歳）

	在住地（市区町村までで可）
	　　　　　都･道･府･県　　　　　市･区･町･村

	就任役職名（取締役、理事等）
	

	就任年月日

	令和　　年　　月　　日
（添付書類の登記簿謄本等に記載の就任年月日と同一）

	主な職務経歴・スキル
	（保有資格、過去の経験職種や在籍企業名・職位、専門分野等を簡潔に記載）

	期待するミッション
	□ 経営管理　□ 販路拡大　□ 生産性向上　
□ 新規事業展開　□ IT・デジタル化　
□ ガバナンス・コンプライアンス強化　
□ その他（　　　　　　　　　　　　）

	選任の理由・必要性
	（自社の課題解決に向けて、当該人材を役員として登用した狙いを自由記載）



４　補助対象経費の内訳
(1) 紹介手数料
	支払先（有料職業紹介事業者名）
	

	支払日
	令和　　年　　月　　日

	支払金額（税抜）
	金　　　　　　　　　円


[bookmark: _k9b41or4y8l1]
(2) 移動費（申請する場合のみ記載）
	[bookmark: _f84dnayhv0th]候補者の出発地（在住地）
	　　　　　都･道･府･県　　　　　市･区･町･村

	面接等実施日
	令和　　年　　月　　日

	A交通費（※５）
	金　　　　　　　　　円　（　　　　　　往復分）

	B宿泊費（※６）
	金　　　　　　　　　円　　（　　　　　泊分）

	支払（精算）日
	令和　　年　　月　　日

	支払金額（税抜・合計）
	金　　　　　　　　　円　（※AとBの計）


※５：要綱別表第２の基準額に基づき算定してください。
※６：実費（税抜）（実際に支給した宿泊費（税抜）がこれを下回る場合は当該支給額）を記載してください。ただし、１泊あたり13,000円を上限とし、最大２泊分までとしてください。

５　新たに登用した女性役員の同意・署名欄
	私は、上記の記載内容について確認しました。
また、私は、申請者が女性リーダーマッチング支援補助金の交付を受けるにあたり、長野県が、申請者を通じて本申請に必要となる個人情報を収集すること、及び本補助金の適正な交付の確認のために、当該個人情報を利用する場合があることに同意します。

	令和　　年　　月　　日
	氏名（自署）：




６　添付書類（詳細は交付要綱第６条参照）
□ 誓約書（様式第２号）
□ 法人の登記事項証明書（現在事項全部証明書等であって、新たに登用した女性役員の就任が確認できるもの）全頁の写し
□ 申請者の概要を記した資料（会社案内等、事業活動の内容が分かるもの）
□ 直近年度における全事業所分の労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（事業主控）（記載の「常時使用労働者数」が申請日時点の人数と30人以上乖離する場合は「従業員リスト」（様式任意）を含む）
□ 役員報酬額が確認できる書類（委任契約書、取締役会議事録等の写し）
□ 紹介手数料の契約・支払が確認できる書類（契約書、領収書等の写し）
□ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定・変更届の写し（都道府県労働局の受付印等のあるもの）
□ 人材活躍診断ツールの診断結果（サイトから印刷したもの）
□ 長野県税の納税証明書（申請日前３か月以内に発行されたもの）
□ 申請者名義の補助金振込先口座の通帳の写し（表紙及び見開き頁）

（※以下、移動費を申請する場合のみ）
□ 面接等の概要及び候補者の在住地が確認できる書類
□（宿泊費を申請する場合のみ）宿泊費用、宿泊者及び利用日等が確認できる領収書等の写し
□ 申請者から候補者へ移動費を支給したことが確認できる書類（銀行振込明細書等）

（様式第２号（第６条関係））
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
長野県知事　様
（申請者）
所在地：
事業者名：
代表者役職・氏名：

女性リーダーマッチング支援補助金の交付申請及び実績報告を行うにあたり、以下のことを誓約します。
記

· 長野県女性リーダーマッチング支援補助金交付要綱及び募集要項を確認し、その内容を遵守する。
· 本補助金の交付を受けようとする経費について、国、地方公共団体、その他の公的団体等から本補助金と趣旨を同じくする他の補助金等の交付を受けていない。
· 国又は地方公共団体により設立された法人でない。
· 国又は地方公共団体が発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を保有していない。
· 国又は地方公共団体の職員を兼ねる者が役員の総数の２分の１以上を占めていない。
· 日本標準産業分類の大分類「公務」に属する事業を行う者でない。
· 性風俗関連営業・接待を伴う飲食店等営業若しくはこれらの一部を受託する営業、又は公序良俗に反する事業のいずれも行う者でない。
· 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者でない。
· 当社及び当社の役員等は、長野県暴力団排除条例に規定する暴力団及び暴力団員でなく、暴力団及び暴力団員と関わりがない。
· 雇用保険の適用事業所である。
· 申請日前３年以内に労働関係法令その他の法令にかかる重大な違反をしていない。
· 申請日時点において、厚生労働省または都道府県労働局等の公的機関により、労働関係法違反等を理由として企業名の公表をされていない。
· 過去に本要綱に基づく補助金の交付を受けていない。
· 今回新たに登用した女性役員は、当社の役員等の３親等以内の親族に該当しない。
· 当該女性役員に対して、適正な役員報酬が設定されている（無報酬ではない）。
· 補助金の申請に関し提出する書類の内容は事実と相違がない。 
· 審査に必要な事項について、長野県職員が関係機関に照会することに同意する。



（様式第３号（第８条関係））
女性リーダーマッチング支援補助金交付申請取下届

令和　　年　　月　　日

長野県知事　様
（申請者）
所在地：
事業者名：
代表者役職・氏名：


令和　　年　　月　　日付けで交付申請及び実績報告を行った女性リーダーマッチング支援補助金について、下記のとおり交付申請を取り下げたいので、長野県女性リーダーマッチング支援補助金交付要綱第８条の規定により届け出ます。


記

取下げの理由
（※具体的に記載してください）


（様式第４号（第９条関係））
女性リーダーマッチング支援補助金精算払請求書


令和　　年　　月　　日

（申請者）
所在地：
事業者名：
代表者氏名：

令和　　年　　月　　日付け長野県指令　　第　　　号で額の確定通知があった女性リーダーマッチング支援補助金について、長野県女性リーダーマッチング支援補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり請求します。

記

１　精算払請求額
金　　　　　　　　　円

２　振込先口座
	金融機関名
	　　　　　銀行・金庫・組合・農協　　　　　　本店・支店

	口座種別
	普通　・　当座

	口座番号
	

	口座名義（フリガナ）
	

	口座名義（漢字）
	


（記載の口座情報が、申請時に提出した通帳の写し等（交付要綱第６条第１項第10号）
と一致していることを確認してください。）


